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１．会社の概況 

 

① 商号、許可年月日等 

 商号又は名称 大 起 産 業 株 式 会 社 

 代 表 者 名 代表取締役社長    田中 弘晃 

 所 在 地 名古屋市中区錦二丁目２番13号 

 電 話 番 号 ０５２－２０１－６３１１（代） 

 許 可 年 月 日 平成２２年１２月２８日 

 加 入 協 会 名 日本商品先物取引協会 

  日本商品委託者保護基金 

 

  会社の沿革 

年 月 概         要 

昭和25年８月 

 

 

 

昭和26年12月 

昭和27年２月 

昭和38年３月 

昭和45年５月 

昭和46年１月 

 

昭和51年１月 

昭和57年２月 

昭和58年１月 

昭和59年４月 

昭和59年６月 

昭和59年10月 

 

大起証券株式会社（その後合併により、内外証券株式会社となり、現在

は東海東京証券株式会社）の関連会社（現在は関係解消）栄不動産株式

会社として、名古屋市中区南伊勢町１丁目５番地に会社設立。資本金 

500万円。 

商号を大起産業株式会社に変更し同時に事業目的も変更する。 

名古屋繊維取引所会員加入。仲買人登録し受託業務を開始する。 

本店を現在地に移転。 

資本金 3,000万円に増資。 

商品取引所法改正に基づき名古屋繊維取引所商品取引員として改めて 

許可される。 

金沢支店開設。 

東京金取引所会員加入。 

大阪支店開設。 

東京穀物商品取引所会員加入。 

資本金 9,800万円に増資。 

東京穀物商品取引所商品取引員許可。 
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昭和59年10月 

昭和62年11月 

平成２年12月 

平成３年８月 

平成３年９月 

平成６年７月 

平成８年１月 

平成11年６月 

平成15年９月 

平成17年４月 

平成21年６月 

平成21年９月 

平成22年12月 

平成22年12月 

平成23年３月 

東京支店開設。 

東京工業品取引所商品取引員（綿糸・毛糸市場）許可。 

資本金３億 5,000万円に増資。 

資本金５億 3,000万円に増資。 

東京工業品取引所貴金属市場商品取引員許可。 

資本金６億 3,000万円に増資。 

研修所（フュ－チャ－ズ・トレ－ニング・センタ－）開設。 

東京工業品取引所石油市場商品取引員許可。 

東京工業品取引所ゴム市場商品取引員許可。 

改正商品取引所法に基づき改めて商品取引受託業務の許可をされる。 

第二種金融商品取引業者の登録。 

取次取引員に業態変更。 

商品先物取引法に基づき、商品先物取引業者として許可される。 

社団法人金融先物取引業協会加入。 

取引所為替証拠金取引くりっく365取引の媒介契約を締結。 
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② 事業の内容 

 

 (1) 経営組織 (平成23年３月31日現在) 

 

   当社の経営組織は、次のとおりです。 

 

 
 

  株  主  総  会 

  

 
   

    

    
    

  

  監 査 役 会 

 

 
  

 
 

 

 
 

 

   取  締  役  会 

 

 
   

    

    
    

  
  

   会  長 

 

    社   長 

 

 
  

 
   

        

         
         

 
 

  

 経 営 会 議 

 
                                        
                     

 
 

 
  

 
   

 経営戦略室  

  

 
 

 

 

 

委託者審査委員会 

 

 規律委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

      取引本部     営業本部 FX本部             業務本部       管理本部 

  

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本  金  大  東  コ   本  東   Ｆ   営      総  人  経  業 調   管 取    監 Ｔ 

      沢  阪  京  ｜       京   Ｘ  業      務  事  理  務 査   理 引   査 Ｑ 

      支  支  支  ル       支   営  ７      部 部 部  部 研   部 相   室 Ｃ 

  店  店  店  店  セ   店  店   業  部              究    談       推 

                  ン            部                          室     室       進 

                  タ                                             室 

                  ｜                                                   
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  (2) 業務の内容 

  (a) 主たる業務 

   イ．国内商品市場取引に係る業務 

     当社は、商品先物取引法第 190条第１項に基づき、農林水産大臣及び経済産業 

    大臣より商品先物取引業の許可を得た商品先物取引業者であり、下記の商品市 

    場において、ドットコモディティ株式会社を取り次ぎ先とした委託の取り次ぎ業 

    務を行っております。（許可番号：農林水産省「指令２２総合第１３５１号」、 

    経済産業省「平成２２・１２・２２商第６号」） 

    なお、当社で取引できる商品は以下のとおりです。 

 

取引所名 当社における取扱商品 

㈱東京穀物商品取引所 

 

小豆、一般大豆、NON-GMO大豆、とうもろこし、アラビカコ

ーヒー生豆、ロブスタコーヒー生豆、粗糖 

㈱東京工業品取引所 

 

 

金、銀、白金、パラジウム、金ミニ取引、白金ミニ取引、 

ガソリン、灯油、原油、軽油、ゴム(RSS３号)、アルミニウ

ム、日経・東工取商品指数 

 

      ロ．国内商品市場における取引を行う業務 

     自己の計算において商品市場における取引を行う業務であります。自己売買業 

    務は、上記イに掲げた商品市場において行っております。 

 

  （b） 従たる業務 

      イ．金融商品取引業務 

     第二種金融商品取引業者として、東京金融取引所の為替証拠金取引（くりっく

365）の媒介業務を行うべく、平成 23年３月にカネツＦＸ株式会社と媒介委託契

約を締結しております。 

      登 録 番 号：東海財務局長（金商） 第 124号 

      加入協会名：社団法人 金融先物取引業協会 
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③ 営業所の状況 

（平成 23年３月 31日現在） 

  店舗の名称          所   在   地    電話番号 

   本  社 

   東京支店 

   大阪支店 

   金沢支店 

  愛知県名古屋市中区錦二丁目２番13号 

 東京都千代田区神田鍛冶町三丁目７番地４ 

  大阪府大阪市中央区城見一丁目２番27号 

  石川県金沢市南町４番47号 

 052-201-6311 

 03-5256-2611 

 06-6949-5991 

 076-223-1681 

 

④  財務の概要 

決算年月（平成 23年３月決算期） 

 (a) 資本金                        ６３０，０００ 千円 

 (b) 営業収益                      ９３４，１５８ 千円 

 (c) 受取手数料                    ９３９，７４４ 千円 

 (d) トレーディング損益             △５，５８６ 千円 

 (e) 経常損失                         ３５２，４１２ 千円 

 (f) 当期純損失                       ３１５，８０１ 千円 

 (g) 純資産額規制比率                  ４５９．６ ％ 

 

⑤ 発行済株式総数 

  発行済株式の総数     ９，０６８，１５０株 （平成 23年３月 31日現在） 

    （注）当社の株式は、非上場です。 
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⑥ 上位１０名までの株主の氏名等 

（平成 23年３月 31日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 

新 井 紀 夫 

大榮産業（株） 

従業員持株会 

加 藤 正 治 

（株）三清社 

（株）東亜製作所 

余 語 ミ サ 

木之村啓二郎 

安 部 益 美 

（株）トーユー 

（千株） 

1,778 

1,550 

732 

544 

540 

430 

279 

250 

235 

229 

（％） 

19.6 

17.0 

 8.0 

 6.0 

 5.9 

 4.7 

 3.0 

 2.7 

 2.6 

 2.5 

計  6,571 72.4 

 

⑦ 役員の状況 

（平成 23年３月 31日現在） 

役 職 名 氏   名（生年月日） 

代表権 

の有無 

常勤・ 

非常勤の

別 

  取締役会長      新  井  紀  夫 （昭和16年４月３日） 無 常勤 

  代表取締役社長      田  中  弘  晃 （昭和26年８月18日） 有 常勤 

  取締役      加  藤  正  治 （昭和25年５月20日） 無 常勤 

  取締役      岡  本  藤  太 （昭和７年11月13日） 無 非常勤 

  取締役      武  山  栄  造 （昭和９年１月29日） 無 非常勤 

  常勤監査役      安  部  益  美 （昭和25年３月４日） 無 常勤 

  監査役      早  川  範  廣 （昭和19年５月６日） 無 非常勤 

  監査役      大  岡  洋  三 （昭和22年２月９日） 無 非常勤 

         計              8名   
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（注）監査役、早川範廣氏、大岡洋三氏は、会社法第２条第 16号に定める社外監査役  

   であります。 

 

⑧ 役員及び使用人の状況 

（平成 23年３月 31日現在） 

  
役  員 

うち非常勤 
使用人 計 

総   数 ８名 ４名 ８２名  ９０名 

 （うち外務員数） (４名) (０名) (６６名) (７０名) 
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２．営業の状況 

① 営業の経過及び成果 

        日本の経済環境や商品先物取引業界を取り巻く厳しい経営環境の下、営業部門に

おきましては、社員教育等を通じ、早くから新しい法令等に対応した営業システム

を確立し、積極的な営業活動に取り組んでまいりましたが、当事業年度の委託売買

高は399千枚で前期比55.2%減となり、受取手数料は９億39百万円と前期比12.7%

減となりました。 

        また、トレーディング部門は、比較的堅調に推移しましたが、５百万円のマイナ

スとなりました。 

一方、販売費及び一般管理費は組織の見直しや業務の改善等、徹底したコスト削減

に努めましたが、紛争の早期解決促進等により、商品取引事故損失が増加したため、

前期比5.9％増の13億９百万円となりましたので、営業外損益を加えた経常利益は

３億52百万円のマイナスとなりました。 

 

    (1) 受取手数料部門 

(a) 国内商品市場取引 

  ９億3,974万円（売買高399,803枚） 

(b) 外国商品市場取引 

  該当事項はありません 

(c) 店頭商品デリバティブ取引 

  該当事項はありません 

 

    (2) トレーディング部門 

(a) 国内商品市場取引 

  △558万円（売買高98,337千枚） 

(b) 外国商品市場取引 

  該当事項はありません 

(c) 店頭商品デリバティブ取引 

  該当事項はありません 
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    (3) 外国為替証拠金取引の媒介部門（くりっく３６５） 

         当該年度における営業実績はありません。 

 

（注）  売買高には受渡しによる決済数量は含まれておりません。 
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②取引開始基 準 

 

「商品デリバ ティブ取引 」取引開 始基 準 

 

大起産業株式 会社 

 

１ 次の各号 に該当する「不適 当と認 められる勧誘 対象者 」に対し

ては、勧誘及 び受託は行 いません 。 

(1) 未成年、成年被後見 人、被保佐 人 、被補助人、精 神障害者、知

的障害者及び 認知障害の 認められ る者  

(2) 長期入院 等随時連絡 がとれな い者  

(3) 生活保護 法による保 護を受け てい る世帯に属す る者 

(4) 破産者で 復権を得な い者 

(5) 損失が生 ずるおそれ のある取 引を 望まない者 

(6) 取引証拠 金等の額を 上回る損 失が 生ずるおそれ のある取引 を

望まない者に 対する、取引 証拠金等の 額を上回る損 失が生ずる

おそれがある 取引の勧誘 

(7) 商品デリ バティブ取 引をする ため の借入の勧誘 

(8) その他、 商品先物取 引を行う 適格 性に欠ける者 

 

２  次の各号 に該当する「 不適当と認 められるおそ れのある勧 誘の

対象者」に対 しては、原 則として 勧誘 及び受託は行 いません。 

(1) 年金、恩給、退 職金、保険金等（ 以下「年金 等」とい う）が 収

入全体の過半 を占めてい る者 

(2) 年間 500万円以上の 収入を有 しな い者 

(3) 75歳以上の 高齢者 

(4) デリバテ ィブ取引の 経験がな い者  

 

３ 前項に掲 げる者の内 、以下 の各号 に掲げる「 例外の要件 」を具

備しているこ との確認を 得た場合 には 、勧誘及び受託 を認めます 。 

(1) 前項(1)及び(2)号については、申 告投資可能資 金額の裏付 けと

なる資産を有 しているこ と。但 し、裏 付けの資産に ついて、顧

客 本 人 し か 知 り 得 な い 具 体 的 な 資 産 情 報 を 記 載 し た 申 出 書 等

の提出を得る こと。 

(2) 前項(3)号については、「直近の過 去３年以内に 延べ 90日以上」

を 目 安 と し た 商 品 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 又 は こ れ と 同 様 の 外 国 為
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替 証 拠 金 取 引 や 金 融 商 品 等 の 先 物 取 引 等 の レ バ レ ッ ジ が あ る

と認められる 取引の経験 があると 認め られること、及び 商品デ

リバティブ取 引の仕組み・リスクその 他説明を受け た事項を的

確 か つ 十 分 に 理 解 し て い る こ と が 取 引 相 談 室 の 直 接 面 談 に よ

る調査によっ て確認され ているこ と。  

(3) 前 項 (4)号 に つ い て は 、 直 近 ３ 年 以 内 ９ ０ 日 以 上 の 商 品 デ リ バ

テ ィ ブ 取 引 又 は こ れ と 同 様 の 外 国 為 替 証 拠 金 取 引 や 金 融 商 品

等 の 先 物 取 引 等 の レ バ レ ッ ジ が あ る と 認 め ら れ る 取 引 の 経 験

がない者につ いては 、商品デリ バティ ブ取引の仕組 み・リ スク

そ の 他 説 明 を 受 け た 事 項 を 的 確 か つ 十 分 に 理 解 し て い る こ と

の証明を得て いること。 

 

4 口 座 開 設 申 込 書 に お い て 以 下 の 各 号 に 該 当 す る 顧 客 は 、 自 己 の

責 任 と 判 断 に お い て 良 識 あ る 取 引 を 行 う 旨 の 書 面 を 差 し 入 れ る

ことを義務付 けます 。また 、管理部 は 受託契約の締 結に先立っ て

顧客に対して 電話又は面 談により 属性 調査を行いま す。 

(1) 銀行、農 業・漁業等 の協同組合 、信用組合、信 用金庫、郵 便局

などの金融機 関において 直接、間接に 金銭、有価 証券等の 取扱

いに係わる者 

(2) 証券会社、保 険会社、消費 者金融 、信販会社、クレジ ットカー

ド会社、フ ァイナン ス会社 、リース会 社などのノン バンクにお

いて直接、間 接に金銭、 有価証券 等の 取扱いに係わ る者 

(3) 国 ・ 地 方 公 共 団 体 そ の 他 公 益 機 関 に お い て 直 接 、 間 接 に 金 銭 、

有価証券等の 取扱いに係 わる者 

(4) 民間企業 等において 直接、間接に 金銭、有価 証券等の 取扱いに

係わる者 

(5) 前号にか かわらず当 社が確認 を必 要と判断した 者  

 

5 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 に 該 当 し な い 者 で あ っ て も 、 総 括 管 理 責 任 者

が 商 品 先 物 取 引 を 行 う の に 相 応 し く な い と 認 め た 者 に 対 し て 受

託は行いませ ん。 

以上 
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③ 顧客数        798名  （平成23年３月31日現在） 

 



３．経理の状況

①　貸借対照表

平成２３年３月３１日現在

（単位：千円）

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　の　　　部

科　　　　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　　　　目 金　　　　額

2,329,591 2,257,432 

703,593 157,000 

1,008 20,000 

1,393 61,920 

370,423 1,226 

691,108 1,934,382 

357,126 18,000 

50,000 64,904 

154,936 

563,980 

1,256,049 20,000 

885,502 313,120 

建 物 200,035 37,070 

構 築 物 5,107 157,513 

器 具 及 び 備 品 4,088 9,277 

土 地 676,271 19,000 

8,000 

143,076 

の れ ん 73,038 2,821,413 

ソ フ ト ウ エ ア 54,015 純　  資  　産  　の  　部

電 話 加 入 権 16,021 766,435 

630,000 

227,470 35,789 

投 資 有 価 証 券 70,075 35,789 

出 資 金 205 100,646 

長 期 貸 付 金 3,661 122,000 

長 期 前 払 費 用 6,810 △21,353 

長 期 差 入 保 証 金 71,728 1,440,000 

長 期 未 収 債 権 108,879 △1,461,353 

そ の 他 の 投 資 10,725 

貸 倒 引 当 金 △44,616 △2,208 

△2,208 

764,227 

3,585,640 3,585,640 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

貸　借　対　照　表

資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

長 期 預 り 商 品

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 任 慰 労 引 当 金

商 品 取 引 事 故 引 当 金

長 期 預 り 保 証 金

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 負 債

短 期 借 入 金

１ 年 以 内 償 還 社 債

１年以内返済長期借入金

未 払 法 人 税 等

預 り 証 拠 金

委 託 者 先 物 取 引 差 金

委託者保護基金預託金

そ の 他 の 流 動 資 産

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

保 管 有 価 証 券

差 入 保 証 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

委 託 者 未 収 金

商 品
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②　損益計算書

損　益　計　算　書

自　　平成２２年　４月　１日

至　　平成２３年　３月３１日

（単位：千円）

科  　　　　　　目 金  　　　　　　額

939,744 

△5,586 934,158 

1,309,281 

375,123 

3,646 

41,428 

2,342 47,417 

11,991 

12,714 24,706 

352,412 

46,475 

4,701 51,176 

6 

13,272 13,278 

314,514 

1,287 

315,801 

不 動 産 賃 貸 収 入

そ の 他 の 営 業 外 収 益

支 払 利 息

不 動 産 賃 貸 費 用

営 業 外 費 用

商品取引責任準備金戻入額

の れ ん 譲 渡 益

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

固 定 資 産 除 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 手 数 料

売 買 損 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
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③　株主資本変動計算書

 （単位:千円）

株　主

資本金 資　本 資　本 利　益 別　途 繰　越 利　益 資　本

準備金 剰余金 準備金 積立金 利　益 剰余金 合　計

合　計 剰余金 合　計

平成22年3月31日残高 630,000 35,789 35,789 122,000 1,440,000 △1,145,552 416,447 1,082,236

事業年度中の変動額

　当期純損失 △315,801 △315,801 △315,801

　株主資本以外の項目

  の事業年度中の変動

　額（純額）

事業年度中の変動額

合計 - - - - - △315,801 △315,801 △315,801

平成23年3月31日残高 630,000 35,789 35,789 122,000 1,440,000 △1,461,353 100,646 766,435

純資産合計

平成22年3月31日残高 △4,683 △4,683 1,077,553

事業年度中の変動額

　当期純損失 △315,801

　株主資本以外の項目

  の事業年度中の変動 2,475 2,475 2,475

　額（純額）

事業年度中の変動額

合計 2,475 2,475 △313,326

平成23年3月31日残高 △2,208 △2,208 764,227

その他利益剰余金

株主資本

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等
評価・換算差額等

合計

合計

株主資本等変動計算書

自 平成２２年４月　１日
至 平成２３年３月３１日

資本剰余金 利益剰余金
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④ 個別注記表 

 

【 重要な会計方針に関する注記 】 

 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの    決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は 

                全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均 

                 法により算定） 

          時価のないもの     移動平均法による原価法 

 

 ２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

                                 時価法 

 

 ３．棚卸資産の評価基準及び評価方法            

        商    品            移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の 
                 低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

 ４．固定資産の減価償却の方法 

    (1) 有形固定資産             定率法 

                                 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附 

                 属設備を除く）については定額法 

                                 なお、主な科目の耐用年数は次のとおりであります。 

                                   建 物      ８～47年 

                   構築物            10～30年 

                   器具及び備品     ４～20年 

  (2) 無形固定資産       定額法 

    (3) 長期前払費用             定額法 

 

 ５．引当金の計上基準 

   (1) 貸倒引当金              債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸 

                倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につい 

                ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計 

                 上しております。 

  (2) 賞与引当金       従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支 

                 給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

   (3) 退職給付引当金     従業員の退職金の支給に備えるため、当期末における 

                退職給付債務の見込額（簡便法による期末自己都合要 

                 支給額の100％）に基づき計上しております。 

   (4) 役員退任慰労引当金    役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく 

                                 期末要支給額を計上しております。 

  (5) 商品取引事故引当金      商品取引事故による損失に備えるため、商品先物取引 
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                  法第 221条の規定に基づく「商品取引責任準備金」の 

                他、顧客よりの損害賠償請求に伴う損失見積額を計上 

                 しております。                                   

  (6) 商品取引責任準備金      商品取引事故による損失に備えるため、商品先物取引 

                 法第 221条の規定に定めるところによる積立限度額を 

                計上しております。なお、当事業年度末残高はありま 

                 せん。 

 

 ６．消費税等の会計処理       税抜方式によっております。 

 

【 会計方針の変更に関する注記 】 

  当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 

 第21号平成20年３月31日）を適用しております。なお、これによる損益に与える影響  

はありません。 

   

【 貸借対照表に関する注記 】 

  １．担保に供している資産及び担保に係る債務 

    (1) 担保資産 

   （担保資産の内訳）  

     定期預金                           610,000 千円 

          建  物                          183,361  

          構 築 物                                        5,107 

     土  地                          670,809   

             計                                     1,469,277 

   （対応する債務の内訳） 

          商品先物取引法第 179条第７項の規定に基づく    510,000  千円 

     銀行の預託の委託契約極度額に対する求償債務 

 

      （担保資産の内訳） 

     投資有価証券                  6,750  千円 

      （対応する債務の内訳） 

          カネツ商事株式会社との貴金属消費寄託契約に     37,070  千円 

     基づく返還債務 

 

      （担保資産の内訳） 

          投資有価証券                                    5,724  千円 

      （対応する債務の内訳） 

     北辰物産株式会社との社債引受契約に基づく償     40,000  千円 

     還債務 
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  (2) 預託資産 

        商品先物取引法等関係法令により預託すべき取引証拠金の代用として、ドットコ 

    モディティ株式会社へ預託している資産は次のとおりであります。 

          保管有価証券                  367,756  千円 

          差入保証金                                   691,108  

          投資有価証券                                   13,374 

              計                                     1,072,239 

 

  (3) 分離保管資産 

        商品先物取引法第 210条の規定に基づき、日本商品委託者保護基金に分離保管し 

    なければならない保全対象財産は、6,073千円であります。 

        なお、同法施行規則第 98条の規定に基づく、委託者資産保全措置額は 100,000千 

    円であります。 

 

 ２．有形固定資産の減価償却累計額           358,736 千円 

 

  ３．関係会社に対する金銭債権及び債務                                  

          短期金銭債務                             10,000  千円   

 

【 損益計算書に関する注記 】 

  関係会社との取引高 

        営業取引以外の取引による取引高                352 千円 

 

【 株主資本等変動計算書に関する注記 】 

  発行済株式の種類及び総数 

     発 行 済 株 式 の 種 類    当事業年度末株式数 

       普 通 株 式       9,068,150 株 
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【 税効果会計に関する注記 】 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     繰延税金資産 

       貸倒引当金                                       17,097  千円 

       賞与引当金                                        7,225  

       退職給付引当金                                   63,225  

    役員退任慰労引当金                                3,723  

       商品取引事故引当金                                7,626  

       欠損金                                          596,266 

       投資有価証券                                        886 

       その他                                            5,860 

     繰延税金資産小計                                  701,911 

     評価性引当額                                  △  701,911    

     繰延税金資産合計                                        0 

 

【 退職給付に関する注記 】 

 １．採用している退職給付制度の概要 

      当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。 

  また、この他に複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金に加盟しております。 

 

  ２．退職給付債務及びその内訳（平成23年３月31日現在） 

    退職給付債務                                      157,513  千円 

      退職給付引当金                                    157,513 

 

 ３．退職給付費用の内訳 

      勤務費用                                           11,263  千円 
     掛金                                               35,722 

    退職給付費用                                       46,986 

 

 ４．退職給付債務の計算方法 

   簡便法（期末時点の自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）を採用しており 

  ます。 

 

【 金融商品に関する注記 】 

 １．金融商品の状況に関する事項 

     当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借 

  入等による方針であります。 

     委託者未収金に係る顧客の信用リスクは、顧客の担保状況を取引の都度把握する体 

  制としております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については 

  半期ごとに時価の把握を行っております。 

   借入金等の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）でありま 

  す。 
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 ２．金融商品の時価等に関する事項 

   平成23年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの 

  差額については、次のとおりであります。 

                                                                 （単位：千円） 

  貸借対照表計上額(＊)    時価(＊)     差額 

 (1) 現金及び預金 
 (2) 委託者未収金 
 (3) 差入保証金 
 (4) 委託者先物取引差金 
 (5) 投資有価証券 
     その他有価証券 
 (6) 長期未収債権 
     貸倒引当金 
 
 (7) 短期借入金 
 (8) 預り証拠金 
 (9) 社  債 
(10) 長期借入金  

           703,593 
             1,008 
           691,108 
           357,126 
             
            13,374 
           108,879    
       △ 44,616  
            64,263 
         ( 157,000 ) 
       ( 1,934,382 ) 
          ( 40,000 ) 
         ( 375,040 ) 

       703,593 
         1,008 
       691,108 
       357,126 
         
        13,374 
  
 
        64,263 
     ( 157,000 ) 
   ( 1,934,382 ) 
      ( 39,786 ) 
     ( 368,969 ) 

      － 
      － 
      － 
      － 
       
      － 
 
 
    － 
      －  
      － 
      213  
    6,070 

    (＊)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

        １年以内償還社債及び１年以内返済予定長期借入金については、それぞれ社債及 

    び長期借入金に含めて記載しております。 

(注)１． 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

  (1) 現金及び預金、(2) 委託者未収金、並びに(3) 差入保証金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該    

   帳簿価額によっております。 

  (4) 委託者先物取引差金 

       委託者の先物取引について、商品取引所の価格によっております。 

   (5) 投資有価証券 

       これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

   (6) 長期未収債権 

       委託者に対する長期未収債権について、個別に回収可能性を検討した回収可能見    

    込額によっております。 

  (7) 短期借入金、並びに(8) 預り証拠金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該    

     帳簿価額によっております。 

  (9) 社債 

       社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを  

     加味した利率で割り引いて算出する方法によっております。 

 (10) 長期借入金 

    長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に 

想定される利率で割り引いて算出する方法によっております。 

  ２．非上場株式（貸借対照表計上額 56,701千円）は、市場価格がなく、かつ将来、キ  
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    ャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認     

    められるため、「(5)投資有価証券その他有価証券」には含めておりません。 

 ３．長期預り商品（貸借対照表計上額 37,070千円）は、返還期限が延長可能なため、  

   将来キャッシュフローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難  

   と認められるため、上記表には記載しておりません。 

 

【 賃貸等不動産に関する注記 】 

 １．賃貸等不動産の状況に関する事項 

  当社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用の寮（土地を含む。）を有してお 

 ります。平成23年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、28,714千円（賃 

  貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。なお、減損損   

  失は、発生しておりません。 

 

 ２．賃貸不動産の時価等に関する事項 

                                                                 （単位：千円） 

         貸借対照表計上額              時 価 

               673,282                    536,935    

   (注)１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま  

       す。 

    ２．当期末の時価は、主として「固定資産税評価額」に基づいて合理的な方法で    

         算定した金額であります。  

 

【 資産除去債務に関する注記 】 

   当社は、本社及び支店オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時に    

おける原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用  

期間が明確でなく、将来本社及び支店を移転する予定もないことから、資産除去債務    

を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を    

計上しておりません。 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

    役員及び個人主要株主等                                         （単位：千円） 

  種類 
 
 
 

会社等 
の名称 
又は 
氏名 

事業の 
内容又 
は職業 
 

議決権等の 
所有（被所 
有）割合 
 

関連当事者 
との関係 
 
 

 取引の内容 
 
 
 

 取引 
 金額 
 
 

科目 
 
 
 

期末 
残高 
 
 

主要株主 
(個人)及 
びその近 
親者 
 

新井紀
夫 
 
 
 

当社取
締役会
長 
 
 

被所有 
直接19.6％ 
 
 
 

担保の被提
供 
 
 
 

当社貴金属消費
寄託契約に基づ
く返還債務に対
する株式の担保
の被提供 

 
37,070 
   
 
 

 
 － 
 
 
 

 
  － 
 
 
 

 (注)当社は、カネツ商事株式会社との貴金属消費寄託契約に基づく返還債務に対して、  
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 取締役会長新井紀夫より株式の担保提供を受けております。なお、保証料の支払い        

 は行っておりません。   

 

【 １株当たり情報に関する注記 】 

     １株当たり純資産額                                   84 円 27 銭 

     １株当たり当期純損失                                 34 円 82 銭 
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⑤ 監査に関する事項 

  このディスクロージャー資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書、個別注記表については、会社法に基づき会計監査人の監査を受けて

おります。 

 

 



平成 23 年 8 月 10 日 
 
お客様各位 
 

大起産業株式会社 
 
 

当社ディスクロージャー資料の訂正について（お詫び） 
 
 
拝啓、時下益々ご清栄のこととお喜び申し上げます。平素は弊社業務に関しまして、格別の

ご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 
 さて、弊社ディスクロージャー資料（平成 23 年 3 月期）の記載内容に下記の誤りがござい

ましたので、お詫び申し上げると共に、謹んで訂正させていただきます。ご迷惑をおかけして

誠に申し訳ございません。今後とも弊社業務につきまして、ご理解とご協力を賜りますようお

願い申し上げます。 
敬具 

 
 

記 
１．訂正内容 
    「大起産業株式会社 年次ディスクロージャー資料 平成 23 年 3 月期」 
     14 ページ 損益計算書  
     「税引前当期純損失」欄 及び「当期純損失」欄 
 
 
２．正誤内容 
    （誤）税引前当期純利益 → （正）税引前当期純損失 
    （誤）当期純利益 → （正）当期純損失 
 
３．本件に関する問い合わせ先 
    大起産業株式会社 総務部 
    電話：０５２－２０１－６３１１ 
 
 
なお、当社 HP 上にもディスクロージャー資料を PDF ファイルにて掲載しておりますが、こ

ちらにつきましては正しい内容に訂正致しました。 
 

以上 
 



大起産業株式会社

②　損益計算書

損　益　計　算　書

自　　平成２２年　４月　１日

至　　平成２３年　３月３１日

（単位：千円）

科  　　　　　　目 金  　　　　　　額

939,744 

△5,586 934,158 

1,309,281 

375,123 

3,646 

41,428 

2,342 47,417 

11,991 

12,714 24,706 

352,412 

46,475 

4,701 51,176 

6 

13,272 13,278 

314,514 

1,287 

315,801 

※税引前当期純損失欄及び当期純損失欄を以下の通り訂正致しました。
（誤）純利益　→　（正）純損失

平成23年8月10日

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 手 数 料

売 買 損 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 損 失

固 定 資 産 除 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

商品取引責任準備金戻入額

の れ ん 譲 渡 益

経 常 損 失

特 別 利 益

不 動 産 賃 貸 収 入

そ の 他 の 営 業 外 収 益

支 払 利 息

不 動 産 賃 貸 費 用

営 業 外 費 用
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